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大正・昭和初期地方財政史研究の課題〔1〕
一研究史の現状に関連して一
際　　本 忠、 次
1　第1次大戦後の日本資本主義の変化
　戦後日本の高度経済成長過程を通じ地域問題が課題となる中で，日本の地
方財政史研究も新たな段階を迎えるに至った。本稿は，1907年前後から1930
年代前半頃に至るまでの日本の地方行財政の展開過程とその変貌の特質をめ
ぐる研究史の現状と課題に関する一考察である。
　周知の通り，戦前日本における「近代的地方自治」の成立と確i立は，1890
年～1900年頃の時期であった。明治初期から1890（明治23）年頃までの資本
の本源的蓄積期に地方財政の形成過程をたどり，日清戦争後の産業革命と産
業資本確立期に入る1900年頃（明治30年代初頭）までに整備補正されて形態・
内実ともにほぼ確立をみたのである（9）それは，当時の世界市場を前提にした
日本資本主義の成立・確立期にぽぼ照応し，その特質，いいかえれば，近代
日本の社会構成体の全機構的な特質を反映するものであった。このような明
治期日本資本主義の成立・確立期の地方行財政の特質は，従来から官治的な
（1）大石嘉一郎『日本地方財行政史序言泡御茶の水書房，1961年。同「地方自治」（岩波
　講座『日本歴史』第16巻，近代3，1962年）。筆者も拙著『国家と地方自治の行財政
　論』，青木書店，1979年，第4章において，ほぼこれに近い考え方をとっている。
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いしは地方名望家的一地主的自治と呼ばれてきたのであるが，それは，その
後の世界市場の動向を反映した日本資本主義の発展過程においてどのような
変貌をとげ，第2次大戦後の日本の民主的諸改革との関連で如何なる意義を
有したのか。
　従来から日本資本主義の成立と確立，日本の産業革命，独占資本主義の確
立と帝国主義政策の展開，国家独占資本主義体制の形成等については，日
本資本主義の性格論争を含めて多くの論議を呼んできた。われわれの課題は，
本源的蓄積期・産業資本主義の時代においてぼぼ形成され確立をみた日本の地
方行財政が，その後の日本資本主義の独占段階一帝国主義の時代一にお・
ける国際環境の変化，一方国内の工業化や都市と農村の対立など新たな生産
力段階のもとでの矛盾の拡大の中で，どのような展開と変容をとげたかを検
討することである。
　ここで，われわれは，日露戦争後の明治末期から第1次世界大戦をへて大
正末期，昭和初期に至るほぼ30年間の時期を，「大正デモクラシー」由ないし
は「大正デモクラシー的状況」の時期と把握することにしたい。近代史にお
ける「大正デモクラシー」期については，日本政治史や日本近代史研究の分
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）野では様々な見解がとられている。
（2）大正デモクラシー期の研究については，今日，経済史関係の大正・昭和初期に関す
　る研究もかなりみられるに至ったが，これを，とくに，「大正デモクラシー」論を中心
　に，（1）政治史・政党政治の分野，②入民ないしは民衆運動とのかかわりでとらえる分野，
　（3）文化，思想史などの分野について代表的とみられる文献を若干あげておくと，（1）政
　治史の分野では，信夫清三郎『大正政治史』全4巻，河出書房，1951～52年（勤草書
　房，1968年復刊）。同『大正デモクラシー史』全3冊，日本評論社，1954～59年，石田
　雄『近代日本政治構造の研究』未来社，1956年。今井清一「大正デモクラシー」『日本
　の歴史』23，中央公論社，1966年。三谷太一郎『日本政党政治の形成』東京大学出版
　会，1967年。升味準之輔『日本政党史論』第1巻～第4巻，1965～68年，第5巻1979
　年。松尾尊完『大正デモクラシーの研究一1，青木書店，1966年。金原左門『大正デモク
　ラシーの社会的形成』，青木書店，1967年。山本四郎『大正政変の基礎的研究』御茶の水
　書房，1970年置宮地正人『日露戦後政治史研究』東京大学出版会，1973年。金原左門
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　われわれは，いわゆる「大正デモクラシー」期を，日露戦争後の1907年頃
から第1次世界大戦，大正末期の治安維持法成立，昭和恐慌，満州事変突入，
2・26事件などをへた1937年頃までのファッシズム化への前夜の時期までと
考えておきたい！3）この時期は，戦前日本資本主義における明治期の経済と生
　　『大正期の政党と国民』塙書房，1973年。松尾尊：充『大正デモクラシー』岩波書店，
　1974年。江口圭一『都市小ブルジョア運動面の研究』未来社，1976年。坂野潤治『大
　正政変』ミネルヴァ書房，1982年。などがある。
　　また，（2肥立史との関連では，たとえば，井上清・渡部徹『米騒動の研究』全5巻，
　有斐閣，1959～1962年。増島宏・高橋彦博・大野節子『無産政党の研究』，法政大学出
　版局，1969年。中村政則「労働者と農民」『日本の歴史』第29巻，小学館，1976年。上
　条宏之『地域民衆史ノート』銀河書房，1977年。鹿野政直・金原左門・松永昌三『近
　代日本の民衆運動と思想』有斐閣，1977年。庄司吉之助『近代民衆運動史』上，下，
　校倉書房，1978年。林基監修・階級闘争史研究会編『階級闘争の歴史と理論』第3巻，
　青木書店，1980年。などのほかに，労働運動，農民運動，水平運動，などに関する業
　績が多数ある。
　　また，（3）文化思想史の面では，たとえば，鹿野政直「大正デモクラシーの底流』日
　本放送出版協会，1973年。「大正デモクラシーの思想」『講座日本社会思想史』2，芳
　賀書店，1967年。太田稚夫『大正デモクラシー研究』新泉社，1975年がある。
　　論争・論集では，『シンポジウム日本歴史20「大正デモクラシー」』，学生社，1969
　年。井上清編『大正期の政治と社会』岩波書店，1969年。井上清・渡部徹編『大正期
　の急進的自由主義』東洋経済新報社，1972年。三谷太一郎『大正デモクラシー論』中
　央公論社，1974年。由井正臣編「大正デモクラシー」『論集日本歴史』12，有精堂，1977
　年，小山仁示編『大正期の権力と民衆』法律文化社，1980年。政党史関係の個別論文
　では，たとえば金原左門「政党政治の展開」岩波講座『日本歴史』18近代5，1975年。
　松尾尊充「政友会と民政党」同19，近代6，1976年。なお，近年，地方政党政治の分
　野でも，升昧，前掲書をはじめ，宮崎隆次「大正デモクラシー期の農村と政党①，②，
　③，」『国家学乱雑…誌』93巻，7・8号，9・10号，11・12号，1980年，日本現代史研
　究会編『1920年代の日本の政治』，大月書店，1984年，ほかの業績が出はじめている。
（3）日本近代史研究における「大正デモクラシー」期については，ふつう日露戦争後よ
　り大正末年にかけての時期をとる（たとえば，前掲，松尾尊：充『大正デモクラシーの
　研究』）ものとされているが，私は，これを，さらに，昭和恐慌後の5・15事件（さら
　には2・26事件）頃までを含めて考えている。この意味では，金原左門氏が，前掲『大
　正デモクラシーの社会的形成』の中で，（1）大正デモクラシーの生成期一日露戦争後
　から大正中期まで，②高揚期　　米騒動以後から護憲三流内閣まで，（3腹退・消滅期
　一護憲三派内閣から昭和恐i荒の時期，とされているが（前掲松尾氏は，（3）の時期を
　含めない），この考え方を地方財政史研究の上でも参考としたい。
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産力構造，政治，社会体制の維持と発展，変容と修正のみられた時期として
基本的にとらえ得る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛4）
　まず第1に，経済的には，独占資本主義の成立・確立の時期であり，日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈5＞資本主義の産業構造の基底をなす地主制の展開と危機・凋落の時期であると
共に，日露1戦争ととりわけ第1次世界大戦，さらには戦後不況と1920年代の
相対的「発展」の時期，そうして満州事変を通ずる重化学工業化が都市を中
心に展開した時期である。
　第2に，この時期は，日本資本主義にお・ける帝国主義的な財政政策の内
外に向けての本格的な展開の時期であると共に，とくに第1次大戦後世界
（4）日本資本主義における独占資本の成立・確立については，すでに早く山田盛太郎「日
　本資本主義分析』岩波書店，1934年，文庫版1976年，によって「日本での金融資本成
　立・確立の過程」を「日露戦争前後殊に鉄道国有（同〔明治〕39年）に表現せられた所
　の第1階梯団端初的形態における金融資本成立過程と，及び，世界大戦中殊に軍需工
　業動員法（大正7年）に表現せられた所の第2階梯的本格的形態における金融資本確
　立過程と，以上の半農奴制的軍事的金融資本〔半農奴制的軍事的田下並に巨大財閥の
　圧倒的な役割の下での独占，銀行資本と産業資本との合生〕の成立・確立の過程」（同
　書旧版！61ページ）としてとらえる考え方がみられる。この説を継承し，井上晴丸・宇佐
　美誠次郎『危機における日本資本主義の構造』岩波書店，1951年，でも，「大戦終焉の
　頃に初めて従来の転倒的な実体的内容の未熟な金融資本体制はその内容を充実して本
　格的意味で確立」（同書，32～33ページ）したとしている。これに対し，1927年の金融
　恐慌を画期に求める考え方に，大内兵衛『日本財政論一公債篇』改造社，／932年，
　　（『大内兵衛全集』第2巻，岩波書店，1974年として復刊。ぽかに1937年に改訂版があ
　る）があり，また大島清『日本恐慌史論』下巻，東京大学出版会，1955年も「独占の
　確立は……第1次大戦後の不況をつうじて集中によってすすめられ……金融恐慌によ
　っていわば完成される」（同書，274・一5ページ）としている。柴垣和夫氏も，この見
　解を発展させ，日本金融資本を財閥資本と綿工業独占体の2極構成においてとらえる
　考え方を示している（同氏『日本金融資本分析』東京大学出版法，及び『日本資本主
　義の論蜀同上，1971年第1章参照）。これらの見解に対し，近年高村直助氏が，「独
　占段階の資本主義の中核となるべき独占体」が「第1次大戦終了頃を画期として確立」
　したこと並びにその「指標」を「財閥・電力・綿糸紡績の3独占体」の確立に求め新
　見解を提示された。（同氏『日本資本主義論』ミネルヴァ書房，1980年，225ページ）い
　ずれにしても，第1次大戦終了頃は一つの画期をなすだろう。
（5）たとえば，中村政則『近代日本地主制史研究』東京大学出版会，1979年。
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の資本主義がいわゆる全般的危機の時代へと突入し，そのもとでの日本帝国
　　　　　　　　　　（6）主義をめぐる国際環境並びに国内的条件の成熟・変化と一方での矛盾の拡大
がみられた時期である。まず国際的には，第1次大戦を契機とする各国経済
の不均等発展が各国資本主義の同質化を招き世界市場での競争を激化させ，
また大戦後のイギリス資本主義の凋落とアメリカ資本主義の相対的地位の上
昇がみとめられる。一方，国内的には，第1次大戦に対する日本の参戦にと
もなう経済界の未曽有の好況　　交戦圏外での戦勝国としての一と正貨の
蓄積をもたらした日本が，戦後の反動恐慌後，1920年代を中心に，一定の「発
　（7）
展」をもたらした時期である。しかし，一方で，関東大震災から金融恐慌，
金解禁とこれにつづく昭和恐慌といった一連の事態は，貿易収支の逆調にと
もなう外貨ポジションの悪化をもたらし，外資導入政策を通ずる在外正貨の
維持策を必然化ならしめた。
　1920年代にみられる外資導入政策を通ずる国内産業の「発展」は，それ自
身一定の矛盾・危機を内包するものであったが，この矛盾・危機は，金解禁
政策を通じていっきょに表面化し，1929年の世界大恐慌後の新たな段階へと
進んで行った。1931年～1945年に至るいわゆる15年戦争，そうしてファッシ
ズム的な統合体制がそれである。
　第3に，1920年忌は，国際的には各国資本主義の同質化と競争激化のもと
（6）前掲井上・宇佐美『危機における日本資本主義の構造』には，「全般的危機」下の
　「日本資本主義の特異な国際的位置」を「一方において帝国主義的植民地侵略を絶え
　ず行いつつ，他方において軍事的独自性を持ちつつも国際資本への従属を常にそして
　ついに脱却することが出来なかった」（同書，27ページ）と記している。なおこの点，
　拙稿「日本の財政思想」加藤睦夫・池上惇編『財政学概論』有斐閣，1978年，所収，
　もあわせ参照。
（7）近年日本の1920年代研究が盛んである。たとえば，1920年代史研究会編『1920年代
　の日本資本主義』東京大学出版会，1983年，の第1章，第2章，参照。第1次大戦後
　の日本資本主義を，国際環境の変化を前提に，従来の「危機」＝〔停滞〕のイメージ
　よりもむしろ「発展」においてとらえようとしている。
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でも，アメリカを軸に世界資本主義が「相対的」安定期の時代を迎え，わが
国の外交も，1924～29年の一時期の幣原外交に象徴される通り，対英米協調
の「平和外交」が行われたことである。大戦後の一時期とは云え，このこと
は，帝国主義の時代にあって国際的には注目すべきことであった。
　第4に，こういつた対外関係のもとで，国内の政治の上では，明治帝国憲
法体制下，藩閥政府と天皇制国家官僚の統治体制の下で，大正期には，第1
次護憲運動及び第2次護憲運動，普選運動などを軸に展開する政党政治の展
開がみられた。立憲政友会，憲政会（のち民政党），さらには国民党などを中
心に展開される帝国議会の内外を通ずる政党政治の展開は，1890年代の初期
帝国議会における民党運動の新たな再現とその展開を示すと共に，明治天皇
制官僚機構，藩閥政治への一定の修正を迫るものであった。しかし，藩閥政
府，天皇制官僚機構と政党との関係では様々な様相のもとに展開し，大正末
期の治安維持法体制の形成と普選法（婦人の参政権は結局みとめられなかっ
た）の同時成立という特異な政治構造となって「大正デモクラシー」期の政
党政治を特徴づけたことも否定できない。しかも，大正・昭和初期の政党政
治は，国内的には，とりわけ都市・農村の公共投資，産業振興，税財政負担
問題などの地方的利害との関連で府県，郡，市町村議会の政治を中心に展開
していたことが注目されるのである。
　第5に，この点では，さらに大正・昭和初期における府県，郡，市町村の
政治と行財政問題を中心に，労働者や小作農民，被差別部落住民など無産者の
地方自治要求運動が都市・農村を中心にかなりの拡がりを持って展開し従来
の地主的な地方利益誘導に修正をもたらしたことが銘記されねばならない。
1918（大正7）年7～8月の全国的な米騒動は，この動きに大きなきっかけ
を与えるものであり，以降，地域の労働運動や農民運動をはじめ無産者の運
動がこれを契機に展開し，大正末期からは無産者や無産政党の地方議会へと
進出をしてゆくのである。
　ここで，われわれが，この時期を，日露戦争後から第1次大戦，大正末期
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の治安維持法施行（1925年3月19日成立，4月22日公布）をへて昭和恐慌期，
満州事変突入期　　15年戦争とファッシズム化への前夜一までと通説より
やや長い期聞に置くのは，いわゆる「大正デモクラシー運動」を，第1次世
界大戦後の工業化と生産力の増大を反映する中で，中央・地方における政党
政治の展開がみられたこととあわせて，さらに，1917年のロシア革：命などの
各国への反映としての国内における労働者，農民，無産者の社会主義運動，
労働者や小作人の権利要求を含む普選運動や草の根の地方自治運動などを背
景にもった大衆民主主義化の運動　　広範なブルジョア民主主義の運動一
　　　　　　　　　　　　（8）として把握してゆく視角を提起してお』きたいからである。
　すでに指摘されてきている通り，第1次世界大戦とロシア革命は，交戦諸
国の中に様々な反響をもってあらわれることとなったが，それが，戦争にと
もなう生産力の増大・生産の社会化を反映して政治社会的には「大衆民主主
義化」をともなったことは否定できない。たとえば，大戦後のドイツのいわ
（8）松尾尊充氏は，前掲『大正デモクラシーの研究』の中で，「大正デモクラシー」を，
　　「日露戦争後より大正末年にかけて，日本の政治・社会ないし文化の各方面に顕著に
　現われた民主主義的傾向をさすが，その推進力となったものこそ，広汎な民衆一都
　市中間層を中核とし，労働者・農民および特権をもたぬ新興の資本家をもふくむ一
　の政治的自由獲得をめざす運動」（同書，まえがき）とされる。金原左門氏は，前掲，
　　『大正デモクラシーの社会的形成』においてさらにこれを「ひとつの闘争の過程とし
　て地方農村レベルで把握」することを課題とされる。そうして，「地方農村社会におい
　て利害関係・生活形態・生活感情を異にする自小作以下の農民諸階層が社会的勢力
　としてどのように結集し，帝国主義体制の支配諸機構に対抗するエネルギーをどう構
　成し運動を推進していったかという点を基軸に，その動静を支配体制一統治過程の
　体系の再編成過程とっきあわせながら，いわば社会過程の変容としてあきらかにしょ
　うとする」（同書，16ページ）と述べられる。この方向とあわせて，先にみた通り，大
　正期の政党政治の発達が，地方政党の活動にどのような影響を与えたかについても近
　年関心が持たれつつあるが，私は，わが国の「大正デモクラシー」運動を独占資本の
　成立・確立と全般的危機の時代において，都市・農村における労働者・自小作農民・
　無産的市民を中心に，小営業者・地：方の政党政治家の一部を巻きこむ，大衆民主主義
　化の運動としてひとまずとらえておきたい。
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ゆる「労資同権化」とワイマール民主主義体制への移行などは，この傾向を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）典型的に示すものだったといってよい。この点は，大戦前後のイギリスにお
いても社会保障支出の拡大がみられると共に，アメリカでは，やや遅れ1930
年代に入ってからであるが，ニューディール期にみられる社会改良主義的な
政策となってあらわれたのである。
　第1次大戦前後から1930年代に至るわが国の「大正デモクラシー運動」を，
世界史的な連関の中でこのように「大衆民主主義化」への大きな動きの中で
とらえることができるとしても，「大衆民主主義化」のあらわれ方は，わが国
では，欧米先進国のケースともまた異なったあらわれ方をしていたといわね
ばならない。わが国における大正期の政治史は，「①絶対主義勢力（元老・
軍部・枢密院・貴族院など）による専制維持の路線，②既成政党の発展と彼
らによる天皇制の上からのブルジョア的改革の路線③人民濫立階級の階級
制成長とかれらによる政治的自由獲得の路線，という三者間の複雑な抗争の
　　　　　　　　　（10）政治過程として把握」されるといわれている。大正末期の治安維持法成立は
（1）の路線を示し，普通選挙法（婦人を含む完全なものではなかったが）の実
現は，（2），（3＞の路線とかかわるものであろう。そこに，第1次大戦以降の経
済過程の変化にともなう上部構造の相対的に独自な反作用の役割をみとめ得
るところでもあろう。
　いずれにしても，わが国の「大正デモクラシー」期には，地方政治・地方
財政の分野においても，「大衆民主主義化」の動きが一定の影響を持ったこ
（9）この点については，加藤栄一『ワイマル体制の経済構造』東京大学出版会，1973年
　参照。もっとも同氏は，労働者の社会的同権化の達成としてのワイマル民主主義つま
　り，労資協調を基軸とする「大衆民主主義」を「早生的」国家独占資本主義（同書，
　55ページ以下）としてとらえている。しかし，わが国の「大正デモクラシー」の中に
　もこういった傾向がなかったわけではないが，ワイマル憲法体制にみられる「民主主
　義」体制は明治帝国憲法体制の枠組みの下では部分的にしかみとめられていずドイツ
　のケースともまたかなり異っていたといわねばならないだろう。
（10）前掲，『シンポジウム日本歴史20，大正デモクラシー』95ページ。
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とは否定できない。この時期に，明治絶対主義的天皇制国家の官治的な地方
行政・地方財政は，一定の制度的変容をもたらし，地：方自治・地方財政権の
拡充と地方政治の上における一定の住民自治の実現など「民主化」への前進
が見られたことに注目しておきたいのである。
II　大正デモクラシー期地方財政史研究の諸論点
　ところでわれわれは，日露戦争後とりわけ第1次大戦以降の先にみた変化
を前提にし，「大正デモクラシー」期，より正確には，日本資本主義における
独占資本主義の確立，帝国主義的政策の展開期における地方行財政の変貌に
かかわる研究史上の論点を整理してみると，ほぼ次のような点を指摘できる。
以下主要論点と主要業績を中心に検討してみよう。
（1）帝国主義段階の中央・地方経費の動向
　まず，第1は，いわゆる「大正デモクラシー」期が，日本資本主義におけ
る独占資本の確立期であり日本帝国主義の展開期でもある以上，帝国主義財
政の確立期の地：下行財政の変貌をどのようにおさえておくかの課題がある。
この点をまず，中央・地方の財政関係における数量的側面を中心にみよう。
それは，帝国主義の財政における経費膨張の動向の中で地方経費の傾向法則
をどのようにみてゆくかの課題であり，それが，わが国の地方財政において
どのように特殊日本的な姿をとってあらわれているかを検討しておくことで
もある。
　周知の通り，資本主義の帝国主義段階の国家経費の膨張については，E’
ニッティーの指摘をまつまでもなく，①軍事費をはじめ，②植民地経営費，
③産業助長費，④社会政策費，⑤公債費の膨張に由来することであり，この
点では，日本資本主義の財政についてもある程度実証されてきている。その
場合，経費の性格からすればいわゆる「移転的経費」の膨張が著しいことが
指摘されている（LOこれらは，中央経費の動向を中心に述べられたものだが，
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その場合，地方財政の経費がどのような趨勢をたどるかが問題である。
　帝国主義段階における地方経費の動向については，これまで「段階論」的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）検討が充分行われてきているわけではない。両大戦間期の政府経費（中央・
地方）の数量的動向については，わが国でも次の研究が代表的なものとして
よく知られているので，まずこの業績からみておこう。
OA・T・ピーコック，　J・ワイズマン『イギリス王国における政府経費の膨
　張』1961年，Alan　T．　Peacock　and　Jack　Wiseman，　The　Grozvth　of
　Public　Expenditure　in　the　United　Kingdom，　Princeton　University
　Press，　1961
　本書は，イギリスにおける1890年～1955年の政府経費の長期趨勢を，経費
の実質価格の変化をも加忙しつつその時聞的変化について分析したものであ
る。従来財政学者ワグナーの「経費膨張の法則」によって知られた通り経
費は時間的に直線的に膨張するのではなく，戦争や，危機・恐慌を契機に段
階飛躍的に膨張することが実証された。また，中央経費の膨張にともない地
方経費の集中化も同時的に進む。これがピーコック＝ワイズマンのいわゆる
経費の「転位効果」と「集中過程」の仮説として知られるものである。
　この動きは，傾向的には両大戦間期の各国でほぼみとめられるが，著者も
指摘する三略国で＿ecではない9・）m＿国家と聯制国家イギリス1’4）ドイ
、（1／）武田隆夫，遠藤湘吉，大内力『近代財政の理論』時潮社，1955年，改訂版，1960年，
　　103ページ，112ページ。なおニッティの見解に対して林健久「経費膨張論ノート」武
　　田・遠藤・大内編『資本論と帝国主義論』下，1971年，所収のコメントがある。
（12）私は，前掲，拙著『国家と地方自治の行財政論』第2章において，資本蓄積の諸段
　　階にともなう中央・地方の財政関係の段階的変化をみてゆく必要を提起しておいた。
（13）この点，林健久「地方財政支出の長期趨勢一イギリスとドイツー」鈴木鴻一郎編
　　『マルクス経済学の研究』下，東京大学出版会，1968年，所収も参照。
（14）なおし，イギリスの19世紀末から20世紀にかけての政府支出の諸形態については，U・
　　K・ピックスも記している。Ursula　K，　Hicks，　M．A．，　British　Public　Finαnces，
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　（15）　（16）　｛Mッ，アメリカ，日本などでそのニュアンスを少しつつ異にしている。そこで，
イギリスをはじめ欧米各国の第1次大戦後の中央・地方の財政関係の変化を
念頭に，わが国にお』ける第1次大戦後の中央・地方の財政関係の変化の数量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
的側面をまず検討しておかねばならない。
（2）第1次大戦後の地方行財政制度の変貌
第2の課題は，前者の点とも関連しつつ，独占資本主義の段階，帝国主義
　1880一・1952，1958，日本訳，遠藤：湘吉・長谷田彰彦訳『イギリス財政史』東洋経済新
　報社，1961年，によると，社会関係サービス，経済関係費などの増大が中央経費膨張
　の主要因であったことが指摘されている。それは「福祉国家」への道でもあったが財
　源と権限の中央への集中を促進した。なお，ピーコック・ワイズマンの「集中過程」
　の仮説は，第2次大戦後は地方経費の膨張により逆転現象がみられる。高橋誠「現代
　イギリス地方行財政論』有斐閣，1978年，第1章参照，
（15）　ドイツについては，Suphan　Andic　and　Jindrich　Veverka，　The　Growth　of
　Governfr｝ent　Expen（iiture　in　Germany　since　the　ひη雛。α翻。η，　Finanzarchiv，
　Neue　F。lge　Band23，なお，ドイツの19世紀以降の地方財政についても近年いくつ
　かの業績が出はじめている。たとえば，横山純一「ミーケルの改革以後のプロイセン
　地方財政」研究年報『経済学』45～3，1983。同「プロイセン地方財政調整の展開
　　（1893～1913年）」，同，45～4，1984年やワイマル期の伊藤弘文氏の論文等参照。
（16）アメリカについては，たとえば，金子善次郎『米国連邦制度　　州と地方団体』良
　書善二会，1977年。林健久『ニューディールと州・地方財政』立正大学経済研究所，
　1969年。片桐正俊「アメリカの州・地方財政」『商学論集』（福島大学経済学会）47～
　4，1979年。岡本英男「アメリカ連邦補助金制度の展開とその矛盾（上〉」『経済学』
　　（東北学院大学論集）第92号，1983年，などを参照。
（17）日本については，たとえば拙稿「国と地方の財政関係をめぐる若干の考察一経費
　の転位効果と集中過程を中心に一」『経済学会解i誌』1－2，1970年，参照。
（18）以上，最近の各国の地方財政史研究を含めて総合的試論的に述べてみると，第1に，
　帝国主義段階以降長期的かつ名目的には中央経費の膨張と共に地方経費膨張の傾向性
　がみられること，しかし，第2に，これを第1次世界大戦期と第2次世界大戦期を中
　心にみれば，ピーコック・ワイズマンの仮説である経費の転位効果とそれを契機とし
　た集中過程がほぼ各国でみとめられること。第3に，資本主義の独占段階，帝国主義
　の時代の中央・地方の財政関係においては，財政における移転的経費が拡大すると共
　に，中央政府から地方政府への移転である補助金が拡大する。この補助金には，国家
　の特定事業目的のための特定捕助金と地方財政力の不均等にともなう財政調整及び国
　の財源保障をめざす一般補助金とがあるが，いずれにしても中央から地方への補助金
　　（grants－in－aid）が拡大することである。
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の時代，とりわけ第1次大戦以降のわが国における地方行財政制度の変貌に
かかわる論点についてである。この点では，従来藤田武夫氏を中心に提起さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）れてきたわが国明治地方自治制の特質である「官治性」や「中央集権性」が，
大正・昭和初期に「強化」されたものとしてあらわれるのか，あるいは，こ
ういつた特質が「変貌」ないしは「崩壊」してゆくものとしてあらわれるの
かの解明の必要であろう。つまり，この時期の地方自治・地方財政制度にお
ける地方自治権の一定の拡大傾向を明治地方自治財政の特質である「官治性」
の概念の中でどのようにとらえ発展させてゆくかにある。
　いま，この分野に関する代表的とみられる業績を2・3論争点をふまえて
紹介し，今後の研究課題を述べておくことにしよう。
○藤：田武夫『日本地方財政発展史』河田書房，1949年12月。復刻版，文生書
　院，1977年。
　本書は，戦前期に出された日本地方財政史研究の草わけ的な業績として知
られる藤田武夫著『日本地方財政制度の成立」岩波書店，！941年の続篇とし
て戦後出版された同氏の戦前期地方財政史研究の包括的な業績であり，この
研究分野の“古典的こな業績の一つに数えられているものである。1890年の
明治地方自治制制定期から府県制・郡制の改正，日露戦争，第1次世界大戦，
大正末期から昭和恐慌期をへて1940年の財政制度改革までを計7章に分けて，
主要な画期の地方財政の制度的特質を中心に叙述しているものである。ここ
で用いられた史料は，帝国議会議事録ほか，大蔵省や旧内務省，東京市政調
査会などが収集した史料が中心をなしている。
　ところで，藤田氏は，この書物を出版する直前の同年4月『日本資本主義
（19）この点を明治期を中心に最も明確に打ち出されたのが，藤田武夫『日本地方財政発
　幽魂』であったことはいうまでもない。
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と財政』実業忌日本社，1949年，をあらわされているが，この中で，日本資本
主義と財政研究との関連について，「財政との関係より日本資本主義の特殊
　　　　　　　（2①な型を検出する」という問題意識から出発している。そして，氏は，先の
『発展史』の中において，わが国明治地方行財政の特質について次のような
指摘を行った。周知の言葉であるが，ここに改めて引用しておこう。即ち，
「日本の地方財政は，制度成立の当初において，……国政委任事務費の優位
　　　　　　　マ　　マ性と独立財源の沽渇と言ふ特徴を与へられ，その機構上では強度の官製的性
格，官治性及び劃一性を備へざるを得ず，それは自治財政とはおよそ封踪的
　　　　　　　　　　（21）
なものとして発足した」というのである。
　氏において与えられた初期地方自治財政の特質は，大正期にはどうなるの
か。氏によると，「日清，日露の両戦争，世界大戦及び中日事変等を劃期とし
て，国内行政充実のため多数の諸特別法令及び国庫補助法令が公布され，こ
れらの実施によって地方団体の行政領域は急速に拡大され，地方財政は国家
　　　　　　　　　　　　　　　　（22）財政以上のテンポで膨張して行った」ことであり，しかも，「これらの国内行
政の拡充が，地方団体の自治活動によらずして，団体または団体の機関に対
する直接の委任と言う形態で行われてきたのは，根本的には，経済発達の早
馬性に基く国内諸政策の躁急性と，自治団体の未熟性とによるものではあ
るが，地方行財政における中央集権牲と官治性は，これによっていよいよ抜
　　　　　　　　　　　　㈱き難いものとなって行った」というのであった。
（20）藤田武夫『日本資本主義と財政』，序2ページ。
（21）藤田武夫『日本地方財政発展史』序7ページ。
（22）同上，676ページ。
（23）同上，676ページ。また一面で次のような指摘もみられる。即ち「明治維新以後地方
　団体の封建性の上に打ち建てられた反自治的な財政制度は，主として政府の国内政
　策と国家財政とに制約されて財政自治実現の日を見得ず，却って戦争と恐慌を画期と
　して経費と収入の両面に中央集権1生と官治性が強められたが，さらに独占段階におけ
　る国内行財政上の中央集権牲と官治性が，その上に加わり，これらの性格が二重に強
　化された」（同書677ページ）と。独占段階のもとで，単に官治性の強化の側面のみを
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　ここでは，大正・昭和初期の資占資本主義の段階において「官治性」や「中
，央集権1生」がより強化され（いわば「独占的官治」），この時期の自治権の一
定の拡充も，国政委任事務の増大と独立財源の洞渇などに制約されて決定的
な限界を持たざるを得なかったことが強調されていたわけである。このよう
な藤田氏のとらえ方については，一方で，「官治性」という「旧来の性格を周
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24定的に考える」点や，「官治性の強化を，帝国主義の問題として明確に把握」
しなければならないとする批判が主として出されている。この批判は，従来
の制度史的な枠組みでの日本地方財政史研究をさらに日本資本主義の発達段
階に対応した日本資本主義の問題として把握する視角の重要性一その視角
や立場をここではひとまず問わないとして　　を指摘しているものとしてそ
れ自身注目しておきたい。
　もっとも，藤田氏の日本地方財政にお・ける「官治的自治」の特質への指摘
は，氏の今日までの日本地方財政史研究の長い道程を通じて氏自身がその後
深められ，その表現のニュアンスも徐々に変化している点にも注目しておき
たい。この点は，藤田氏が最近出版された戦後地方財政史に関する新著「現
代日本地方財政史』，上巻，日本評論社，1976年，の戦前の地方財政史の叙述
においても示されているところである。
○東京市政調査再編・亀卦川浩『自治50年史一制度篇一』，良書普及会，
　1940年，文生書院，1977年，
1940（昭和15）年，自治制発布50周年を記念して東京市政調査会が刊行し
　強調することは前述した近年の近代史研究の成果からしても今後検討を要しよう。な
　お，制度氏を中心とした藤田氏の研究方法への批判的発展を提起したものでは，拙稿
　「地方財政の歴史」小沢辰男，坂野光俊，宮本憲一，山本秀雄編『現代資本主義と地
　方財政』自治体問題講座3，自治体研究社，1978年，83ページ参照。
（24＞たとえば，揖西光速，加藤俊彦，大島清，大内力『日本資本主義の発展』凪東京
　大学出版会，212ページ。
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たものの一冊である。明治初年の自治制制定期から大区・小区制，三新法，
市制町村制，府県制及郡制などの制定施行，その後の改正，新府県制並に郡
制の制定，新市制及び町村制の制定，王制の廃止，大正末期の普通選挙の採
用と自治権の拡張，昭和初期の地方分権論と地方制度の改正にもふれており，
戦前の自治制度史として最も包括的である。
　本書は，いわゆる『大森文書』『中山文書』などを用いて，市制町村制成立
前夜までのルードルフの町村法草案，モッセの進言や地方制度編纂綱領，市
制町村制草案，元老院の審議過程にくわしくふれており，これらは後に，亀
卦川浩『明治地方制度成立史』柏書房，1967年，としても刊行された。『50年
史』は，第21章においてそれまでの50年間の制度の変遷を観察し，大正・昭
和期までに形式的には，わが国自治制度のその後の「改正の頻度」がひんば
んだったことをあげ，実質的には，「自治権拡張化の傾向」「画一化の傾向」「模
倣性より独自性への傾向」の3つの変貌への特徴がみとめられるとしている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）この点，前述の「官治性」をめぐる論点ともかかわって注目される。
　なお，本書にひきつづき第2巻財政篇とほかに資料篇など数巻の刊行が予
定されていたが，財政篇などは結局未完のままで終った。
○吉岡健次『現代日本地方財政史』東京大学出版会，1981年，
　本書は，藤田氏の『発展史』以来，ほぼ30年ぶりに出された戦前の地方財
政史研究の通史である。吉岡氏は，藤田氏の考え方を基本的に引き継ぎ発展
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20させた。氏は「地方財政を通じてみた日本資本主自発達史」の立場から，日
本資本主義の本源的蓄積期から戦時国家独占資本主義に至るまでの日本資本
主義の展開に果たす地方財政の役割を，段階的にとらえる試みをされた。こ
（25）　『自治五十年史』628－633ページ。本書は，画一化と共に，自治権拡張化への変貌
　を強調している。
（26）吉岡健次『現代日本地方財政史』，はしがき。
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れは，藤田氏に対する前述のような側面からの批判に対する著者自身からの
一つの回答とも考えられる。氏は，この著書の中で，明治末・大正・昭和
初期の地方財政を，独占資本主義成立期における地方財政一日露戦争より
第1次世界大戦まで一と，独占資本主義確立期の地方財政一ag　1次世界
大戦から昭和恐慌まで　　の二つに分け，補血において，明治地方自治制と
町村合併，大正デモクラシーと地方自治（普通選挙と自治権拡張，郡制・郡
役所廃止と知事公選）を論じられている。ここでは，独占資本主義の確立期
に地方自治権の一定の拡充がみられる点が指摘されるが，一方で，労働者・
農民の運動を背景とした新しい自治の高揚にともなう地主的自治の危機に対
して，その維持補強策がとられる点も指摘され，藤田氏の「官治性」「中央集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伽権性」の強化の論点（「独占的官治」）の補強も行っている。
（3）自治統治主体の変貌と地域史研究
　藤田氏の『発展史』に代表される従来の制度由ないしは通史的側面の強い
研究の枠組みに対して，さらに，国家統治の内容をなす自治の統治主体の構
造，さらには，これを日本資本主義の特定の時期と特定の地域の地方自治・
財政の要求運動を踏まえ，地域の豊富な資料を用いて深めつつ，その変貌を
検討してゆく課題がある。この点は，今日云われている地域史研究とも重な
り合うものである。このような業績の先駆的，かつ代表的なものとして次の
ものがある。
○大石嘉一郎『日本地方財行政史序説一自由民権運動と地方自治制一』
　御茶の水書房，1961年。1978年改装版。
この書物は，扱った対象時期としては明治維新と地方制度の改革期から地
（27）本書の書評についてくわしくは，岡山大学『経済学会雑誌』14ts　1号，1982年，掲
　載の拙稿「書評」参照。
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方自治制の成立期までで，自由民権運動と地方自治制，地方統治の諸階級の
対抗についてふれたものである。本書の中で，大石氏は，藤田氏の提示した
「官治的性格」に特徴づけられる明治地方自治制の特質を，わが国の産業資
本確立期における資本主義的生産様式の発展の構造的一環として把握されてい
る土地所有における半封建制一寄生地主制の発展のうちに見出す。そうしてか
かる寄生地主＝商人資本（地主ブルジョアジー）支配の発展としての官治的
性格の強化と自由民権運動期にお・ける豪農層を中心とした初期ブルジョア民
主主義的な地方自治要求運動との対抗，前者による後者の村落支配機構への包
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）摂の過程にわが国の明治地方自治制成立・確立期の基本的な特徴を把握した。
　同氏は，この検証を，主として福島県のこの時期の豊富な地域史料を用い
て，より具体的には，福島県の自由民権期の経済発展の地域的差異，農民
的商品生産の発展と農民層の分解，工業における資本制生産の発展，社会諸
階級の対抗，の中で検討している。そうして，福島県における自由民権運動
の展開の時期的，地域的特質　　指導と同盟ほか一と地方自治要求のあり
方を通じて「近代的」地方自治制の成立過程の特質を浮きぼりにした。
　では，大石氏によって先駆的に切り開かれた明治地方財行政史研究の方法
や枠組みを，明治後期から大正期以降の日本資本主義の発展に即して展開し
てゆくとすればどうなるか。大石氏は，前述の著作の終章において，大正期
への展望を次のように述べている。即ちわが国では「地方自治制の形式的な
〈近代化〉な完成が同時に寄生地主的支配の発展であり官治的性格の強化」
であり，「資本主義的生産様式の発展が，同時に半封建制＝寄生地主制の発
展」でもあったという関係から，「明治末期に萌芽的に現われ，大正中期にお
いて本格化する明治地方自治制の危機はほかならぬ日本資本主義の危機の表
現であった関係が統一一的に把握される」ことが必要だというのである。そう
して，「地方自治制の危機とは，日本資本主義の危機が，資本制生産様式そ
（28）大石嘉一郎『日本地方財行政史序説』，課題と方法。
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のものの矛盾の激化であると同時に，資本制生産様式の発展とその構造的一
環としてもった半封建制との矛盾の顕在化」であり「資本主義の高度化によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）る地方財行政問題の悪化」でもあったとの展望をもっことができるとした。
　われわれは，大正期における明治地方自治制の危機一地方行財政問題の
悪化を前提しての一が寄生地主制の危機であり，そのことが日本資本主義
の危機的であったとされるその歴史的な中身をさらに地域的にも掘り下げて検
討してゆかねばならない。ここでも，「大正デモクラシー的状況」の中での，
多様な地方自治，地方財政要求を生み出した日露戦争後及びとりわけ第1次世
界大戦後の経済発展の地域的差異，農民的商品生産の発展と農民層の分解（地
主制危機）の地域的差異，地域の工業化と資本制生産の発展を検討し，そこ
から地域における諸階級の対抗の特質を浮きぼりにしてゆく作業がやはり重
要な課題となるといわねばならないであろう。大石氏が自由民権運動の特質
を福島県で行ったと同様に，それを他の地域，たとえば東北型と対比したい
わゆる養蚕型や近畿型地主地帯においても検討し，地域からその特質を明ら
かにしてゆかねばならない（go）
○島恭彦編『町村合併と農村の変貌』，京都大学総合経済研究所研究叢書，有
斐閣，1958年，
　本書は，すでに，戦後昭和30年代前半（1950年代後半）に出されたもので，
近畿地方の農村財政に例をとり，独占段階以降のわが国地方行財政の変貌を
論じたものである。島恭彦，宮本憲一，渡辺敬司の3氏の執筆になる本書は，
日本の地方行財政の重要な一特質である町村合併に焦点を当て，明治市制
（29）同上，417ページ。
（30）地方史研究と，日本資本主義の全体史研究とをつなぐ接点を，地主制の地帯構造論
　に求めるべきとする考え方を，中村政則氏が提起されているが（中村政則『日本近代と
　民衆一個別史と全体史一』校倉書房，1984年，56ページ），この点後に改めて検
　討する。
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町村制成立期の町村合併における行政村を中心とした自然村＝部落の国家権
力による再編過程（島台は「政治的囲い込み運動」といわれている）の特質
を検討している。そこでは，独占段階における農村恐慌の深化を前提した大
正期の町村合併の特質，郡制　　郡役所廃止問題と町村合併，明治末期から
の部落有林両統一事業にみられる公有林野政策について，京都府，亀岡市，
石川県鹿島郡金丸村などの地方史料を用いて分析されている。
　ここでは，明治期の町村合併に対して大正期独占段階における町村合併が，
「都市的法域の拡大」「農村財政の都市財政への従属」「資本による農村自治
　　　（31）
の破壊」をもたらし，明治地方自治制の矛盾となってあらわれたことが指摘
される。そうして，大正期の郡民廃止が結局府県機能の強化に終ったことが
述べられている（宮本憲一「明治大正期の町村合併政策」）
　わが国の明治地方自治制の特質を，市制町村制成立期の町村合併政策に見
出し，また，独占段階における町村合併を都市と農村の対立，独占資本の論
理（＝都市）による農村自治の破壊，にみた点は，藤田氏の『発展史』以来
の地方財政史研究に新たな視座を加えると共に，独占段階における地方行財
政の変貌をある程度地域までおろして豊富化して行った業績といえよう。た
だ，ここでは，わが国地方自治財政の「近代化」過程における行政村といわ
ゆる自然村の関係の問題（大字，小字と部落の関係等），地方財政研究におけ
る村落共同体の位置づけの問題（たとえば村落自治における「古い共同関係」
と「新しい共同関係」との関係の問題）の解明等は今後に残された課題とな
っている。
　独占段階の成立・確立期における部落有林野の統一，郡制・郡役所の廃止
等については，前掲，吉岡氏の近著でもふれられているが，ここでも，行政
村と自然村（＝部落共同体）の変貌過程を各地域の史料に即してどう把握す
るかの検討課題はなお残されているといえよう。
（31）島恭彦編『町村合併と農村の変貌』26～27ページ。
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　以上の点とも関連し，個別論文として，次のものがある。
○島恭彦「大正期における地方自治変貌の一視点」『経済論叢』（京都大学経
　済学会）第110巻，3・4号，1972年
　本論文は，明治地方自治制の大正デモクラシー期への変貌の検討に関する
基礎視角を述べた論文で，前掲の藤田説を批判している。塵払は，地方自治
を「官制的地方自治」と呼ばれるような制度的行政的観察にとらわれて一面
的にみるのではなく，制度以前の「歴史的，社会的過程であり運動」として
みる点を指摘されている。そうして，「官治的自治」の基礎をなす「地主的自
治」（地主の半封健的支配）は，大正期にはその破綻を「補強」されて「独占
資本主義」のための「官治」とされていること，そうして，「地主」と「独占
資本主義」の「官治」に対して「農民・労働者の民主主義運動が新に展開し
たのが大正期」であるとの見解をとられている。「独占資本主義」のための
「官治」つまり「独占的官治」の考え方は，先にみた藤田『発展史』の見解
やこれをひきつぐ吉岡氏の見解にも照応するものであるが，その中身を具体
的にどのように考えてゆくかであろう。
（4）都市財政史
　「大正デモクラシー」期の地方自治と地方財政問題を検討してゆく第4の
論点として，独占段階における日本資本主義の危機を単に農村問題・農村財
政の危機としてとらえるのみでなく，これを都市問題，都市財政の危機とし
てとらえる視角が重要である。いま，この点から「大正デモクラシー」期の性
格を位置づけておきたい。元来，資本主議のもとでの商品生産や商品経済は都
市を拠点に展開する。とりわけ独占段階には，生産と資本の都市を通じての
集積・集中が起こる。より具体的には，日露戦争後とりわけ第1次世界大戦を
通ずる工業化が都市を拠点に行われ，大都市（並びにその周辺）や特定の地
方の工業化した都市への労働者・住民諸階層のたい積にともなう都市問題の
発生となってあらわれたことである。そうして，独占資本主義の段階とりわ
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け第1次大戦後の日本資本主義の体制的危機が，同時に都市問題，その反映
としての都市財政の危機を通じてもあらわれたことである。都市財政におけ
る自治権の拡充と都市住民諸階層の都市行政財政への対応とその意思決定へ
の参加のあり方がここでも問題とされてくるのである。
　戦前期日本資本主義と都市財政に関する研究文献は，のちにも述べるよう
に戦前にもいくつかみられたが，これらをひきつぎ，戦後都市財政に関する
専門の研究者によって本格的な研究業績が出るに至った。まず戦後出た基本
的な文献として次の上書がある。
○柴田徳衛『現代都市論』東京大学出版会，1967年，第2版（改訂版），1976年
　本書は，深刻化する世界の大都市問題を前提に，まず，都市の発展と本質
についてヨーロッパにおける都市の誕生と展開，産業革命と都市問題，大都
市形成と都市計画，都市政策の展開について歴史的に論じている。そうして，
日本の都市形成と都市問題を戦前における近代以来の前史，産業資本確立期，
独占資本の形成期について歴史的に検討した後，戦後高度経済成長期の急激
な都市化の諸相にふれ今後の都市政策の方向を論じている。
　柴田氏は，本書の第2章第3節で独占資本の形成期一第1次大戦後一
の都市化について，日本帝国の首都東京とその周辺，商業と産業の中心大阪，
名古屋，横浜，神戸などの大都市，さらに，八幡，戸畑など大戦にともなう新
興の工業都市などを中心に論じている。そうして，第1次大戦にともなう都
市化が，独占資本の生産・流通活動からも要請されて，従来の東京市区改正
条例（1888年）に代る都市計画法（ユ919年）の6大都市への適用を生み出さ
せたこと，都市計画法のもとでのいわゆる東京市政8億円計画並びに震災復
興計画（東京，横浜）の意義，都市の郊外発展と私鉄の営業活動，そうして，
東京市政調査会や面面，関一大阪市長などによる都市研究の深化と発展がこ
の時期にみられたことが論じられている。
　なおわが国の都市政策の貧困とその歴史的展開についてほかに，柴田徳衛
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『日本の都市政策』有斐閣，1978年が存在する。
○宮本憲一「都市経済論一共同生活条件の政治経済学一』第2版経済学全集
　21，筑摩書房，1980年
　共同生活条件の政治経済学と題して，都市の政治経済学の理論的検討，欧
米都市における資本主義の発達，アメリカを中心とした現代資本主義と大
都市の問題をふまえて，第A「章で第2次大戦前の日本資本主義と都市にふ
れている。宮本氏は，戦前の都市化の特徴を都市化の急進性と後進性におい
てとらえ，第1次大戦後の1920年前後から約20年を第1次都市化の時代
第2次大戦後の1950年代以降を急激な大都市化とみるのに対比して一とと
らえ，日本型都市政策の特質を検討している。なお』，宮本氏は，前著『社会
資本論』有斐閣，1967年，改訂版1976年，にて，社会的共同消費の概念を提起
し，現代的貧困としての都市問題を都市の独占資本や寄生地主層の社会的共
同消費手段投資の節約に求めたのである。
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